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2016自治労県職労春季要求回答交渉
（報告）

予算編成作業の大幅な効率化を図るため、財政課が改善案を提示

労使で知恵を出し合い、実効性ある具体的な取組みで、過重労働対策を前進させよう！
自治労県職労は4月20日、2016年春季要求回答交渉を行いました。（回答の概要は裏面）

過重労働対策が一歩前進！
過労死水準を超える長時間労働は、職員の命や健康に係わる大きな問題です。管理監督者の意識啓発や所属任せだけでは、過重労働を撲滅することはできません。

県安全衛生委員会の資料によると、2015年度（4月～2月の11か月集計）は、月45時間超の長時間労働を行った職員が2,200名を超えています。（残業手当が支払われた数。実態ではない。）

　自治労県職労は、過重労働を撲滅するための対策のひとつとして、予算編成作業、議会対応等内部管理業務の抜本的改革を当局に求めてきました。

予算編成作業の大幅な効率化を図るため、予算編成制度の運用改善について、財政課が改善案を示しました。内容はＡ４事業の時限点検は財政課が行わず、局の責任で行うことなど7項目が挙げられ、意見の集約が行われています。

過重労働対策が前進するよう労使で知恵を出し合い、実効性ある取組みの具体化をめざしていきます。

精神科産業医の専任化を！
　自治労県職労は、10年以上前からメンタルヘルス不全対策を重点課題に位置付けて運動を進め、相談窓口の開設・充実、リハビリ勤務や傷害保険の導入、精神科産業医の配置、新採用職員の面談・フォローアップなど、多くの成果を実現してきました。

しかし、複雑・多様化する業務と少ない人員の中で、メンタル不全に陥る職員が後を絶たない現状からすれば、まだまだ十分とは言えません。

この間の不適正な人員削減が長時間過重労働を恒常化させ、メンタル問題を引き起こしています。　　

「予防」、「早期発見・ケア」、「復職サポート」対策の有機的な連携が必要です。

労務担当局長から、「今年度あらたに、精神科医が出先に出向きメンタル相談を受け付ける場を設ける」旨の回答がありました。しかし、非常勤では時間的な制約があるため、メンタルヘルス対策をより充実させるためには専任化が必要だと考えます。

自治労県職労は、職員健康管理センターに産業医を責任者とする専門家チームを設け、総合的なメンタルヘルス対策を確立するよう提案するとともに、精神科産業医の専任化も求めています。
2016春闘要求交渉結果
	項　目
	自治労県職労の要求・主張
	労務担当局長の回答要旨

	過重労働・

不払い残業の撲滅
	・時間外勤務削減に向けた実効性ある取組みの具体案を示すこと。

・過労死水準を超える長時間労働は大きな問題。職員の命や健康を守るために過重労働の撲滅を。

・グループウェアを活用した在庁時間の把握。

・内部管理事務（予算業務や議会対応）を抜本的に見直し、庁内分権を進めるべきである。管理調整会議の申し合わせ事項を徹底すること。
	・管理監督者の意識が特に大切、マネジメント能力の向上に努めている。

・職員アンケートの結果から見えてきた課題もある。局や所属でできることから即時取り組んでいる。
・予算編成作業の大幅な効率化を図るため、予算編成制度の運用改善について、財政課が改善案を示している。現在、意見を集約中。今後、情報提供を行う。

・労使の話し合いも行っており、今後も総労働時間の短縮に向けて引き続き努力したい。

	適正な人員配置
	・減らし過ぎの人員回復を。根拠のない削減は容認できない。
・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を。
・欠員は正規職員をもって早急に解消すること。

・職業訓練指導員の欠員補充。

・福祉職（児童相談所、生活保護担当）の大幅増員。生活保護の経理担当職員の増員。

・県税事務所や保健福祉事務所の適正な人員配置を。

・短時間再任用職員や非常勤職員が複数配置されている職場の増員。

・メンタル不全による休職明けの一定期間、臨任職員の継続配置。
	・多様化・高度化する県民ニーズに的確に対応し、質の高い成果の見える県民サービスが求められている。県の財政は極めて厳しい状況にあるが、県政が直面する課題は多く、的確にスピード感をもって対応する必要がある。これまでの削減中心ではなく、業務量を考慮した上で、仕事の質、行政組織の総合力を高める「質的向上」に着目した基本認識のもとで行う。

・業務そのものの廃止を含めた見直しや、仕事の進め方の抜本的な改革など、あらゆる見直しを行った上で、どのような県民サービスを提供するか議論をしっかり行い、優先順位を明確にする必要がある。各局の政策判断が重要。

・平成28年度採用試験は、2月19日に県人事委員会が公表。児童虐待に対応し、福祉職も採用試験を実施する。

	人事制度
	・職員のモチベーションが維持できる昇任昇格。

・人事評価システムの見直しにあたっては、これまでの労使関係を踏まえて、十分な労使協議・交渉を行うこと。
	・再任用職員の人事評価については、平成28年度中に運用を開始し、勤勉手当への反映については県労連の場で引き続き話し合う。

	メンタルヘルス対策、労働安全衛生の確立
	・精神科産業医の専任化、産業医を責任者とする専門家チームによる総合的体制の確立を求める。

・メンタル対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議を。

・メンタル不全による療養休暇者・休職者が発生した職場の所属長に、産業医への報告を義務付け、産業医が状況を把握できる仕組みを。

・安全衛生委員会の活性化を図ること。

・職員の労働安全衛生を確保するために、時間外においても、冷暖房を稼働させること。労働安全衛生法令の遵守は当然の責任。
	・メンタルヘルス対策は健康を保持しつつ、職務に専念できる職場環境の整備が重要と、健康管理センターや地共済がさまざまな施策を進めてきた。

・過重労働対策については、月80時間超の時間外を行った職員全員を対象に産業医による面接を行っている。

・今年度あらたに、精神科医が出先に出向きメンタル相談を受け付ける場を設ける。

・メンタルヘルスの課題については、プライバシーに留意し、有効な対策について話し合う。

・安全衛生委員会の開催等について、職員厚生課長通知を発出し、周知・徹底を図った。

・ハラスメントのない、良好な職場環境づくりをしていく。

	行政システム改革
	・県民サービスを無視し、職員の雇用や労働条件に大きな影響を及ぼす、派遣・指定管理者制度の導入を見直すこと。

・産業技術センターの地方独立行政法人化について、これまで労使協議を行ってこなかった当局の責任は非常に重いことを認識し、今後は誠意をもって話し合うこと。
	・昨年7月に策定された行革大綱に基づき、行政改革を推進していく。

・議会に上程されていた、地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所定款原案が、3月24日に可決した。今後、勤務労働条件や身分の承継・非承継について話し合う。

	臨任・非常勤・再任用職員の賃金・労働条件改善
	・行政補助員制度の抜本的見直し。

・臨任・非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと。

・均等待遇の原則による抜本的な労働条件の改善。

・60歳以降の雇用のあり方や再任用制度の見直しについての協議。
	・行政補助員は就業機会の提供、広く県民の皆さんに県を支えていただく趣旨で公募を行い、公正な選考が行われていると思う。他団体の運用状況については、現在照会中である。

・雇用と年金の接続については、国及び他府県の検討状況を踏まえ、必要な検討を進めていく。

	ノーマライゼーションの推進
・個々の職員の状況は意向申告時に把握していく。
	・障害者権利条約が批准されたこと、2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえた人事・給与制度や職場環境の改善を。

・混乱が生じている実態を踏まえ、視覚障害を持つ電話交換職員の職場への派遣労働者の配置を止め、直営に戻すこと。
	・「神奈川県における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を策定した。

・面接等で個別事情を十分把握し、異動等に配慮していく。

・新人事給与システムについて、「情報バリア」を解消するため、当事者に操作してもらう場を調整中。


県労連春闘回答交渉

県労連は4月19日、春闘回答交渉を行いました。

黒川副知事からは、人事委員会勧告に基づいた職員給与の改定、年度内に差額支給ができたことの報告と県財政の状況について説明がありました。
続いて副知事は、「議会、県民、マスコミの厳しい目に応えていくような対応が求められている。自主交渉・自主決着の基本姿勢をしっかりと堅持し、さまざまな諸課題についてお互いに知恵を出し合い、誠意をもって話し合いたい。」と述べました。

自治労県職労米倉委員長は、「過労死水準を超える働き方をしている職員が増加。健康・命にかかわる問題は早急に改善が必要。」と発言しました。

臨任・非常勤職員の労働条件改善に対し副知事は、労働条件の整備や誰もが働きやすい職場環境づくりは大事と回答し、「欠員ポストに臨任職員を配置することはおかしい」との考え方を示しました。その後、労務担当局長から「欠員臨任は解消していくべきと考えるが、採用計画をにらみながらとなる。」と、補足の説明がありました。
「タオル1本」持って参加しよう！
第87回　かながわ中央メーデー

○日時：４月２９日（祝・金）10時～12時30分
○会場：みなとみらい臨港パーク

✿メーデー会場に「タオル一本運動」窓口を設置し、参加者から寄付されるタオルを受け付けます。タオルは社会福祉協議会加盟の福祉施設に寄贈されます。

✿メーデーに来られない方は、4/28までに自治労県職労事務所(県庁本庁舎地下)にタオルをお持ちください。未使用のタオルであればどのサイズでもＯＫ！

組合員さんに限らず、どなたでも！組合がメーデー会場に、あなたの気持ちと一緒に届けます♪
詳細は、お知らせページ参照

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































